
計画
事業No.

事業名 事業目的及び事業概要 成果目標 担当課
事業開始

年月
事業完了

年月
総事業費

1
しそう住民税非課税世帯等
価格高騰支援給付金事業
【物価高騰対策給付金】

物価高騰が続く中、低所得世帯への支援を行うことで、市民の生活
を維持する。
※R5住民税非課税世帯に対する支援（R5交付限度額を超えた不足
分）

対象世帯に対して令
和６年２月までに支
給を開始する

社会福祉課 R6.1 R6.6 7,630,000

2

しそう低所得世帯物価高騰
重点支援給付・定額減税補
足給付事業【物価高騰対策
給付金】

物価高騰が続く中、低所得世帯への支援を行うことで、市民の生活
を維持する。
※R5住民税均等割のみ課税世帯、R6非課税化世帯、R6均等割のみ課
税化世帯、こども加算、定額減税補足給付に対する支援

対象世帯に対して令
和６年４月までに支
給を開始する

社会福祉課 R6.4 R7.3 526,883,000

7 防犯カメラ設置補助事業
物価高騰の影響に増加する空き巣等の犯罪抑止、あるいは地域住民
の防犯意識の高まりを踏まえた防犯対策強化支援を行うため、自治
会が購入・設置する防犯カメラ費用の一部を補助する。

犯罪認知件数対前年
比減（令和５年：
159件）

危機管理課 R6.4 R7.3 7,560,000

8

介護・障害福祉サービス事
業所食材費価格高騰対策支
援事業（介護サービス事業
所）

食材費等の価格が高騰する中、介護サービスを提供する入所・通所
事業所に対し、提供される食事などの経費負担の軽減と利用者食事
負担金への影響を支援するための支援金を支給する。

支援交付金が運営に
役に立つと思う事業
所、施設の割合
100％

高年福祉課 R6.4 R6.6 9,152,000

9

介護・障害福祉サービス事
業所食材費価格高騰対策支
援事業（障害福祉サービス
事業所）

食材費等の価格が高騰する中、障害福祉サービスを提供する入所・
通所事業所に対し、提供される食事などの経費負担の軽減と利用者
食事負担金への影響を支援するための支援金を支給する。

支援交付金が運営に
役に立つと思う事業
所、施設の割合
100％

障がい福祉課 R6.4 R6.6 2,329,000

10 畜産農家応援事業
飼料価格高騰の影響を受けた畜産業経営者に対し、事業の継続を目
的に支援金を交付する。

年度内廃業：0件 農業振興課 R6.6 R7.3 8,875,000

11 施設園芸農家支援事業
原油等価格高騰の影響を受けた施設園芸生産者に対し、事業の継続
を目的に支援金を交付する。

年度内廃業：0件 農業振興課 R6.6 R7.3 1,838,000

12 肥料高騰対策支援事業
肥料価格高騰の影響を受けた農業経営者に対し、事業の継続を目的
に支援金を交付する。

化学肥料を使用する
大規模農家（認定農
業者、集落営農組
織）の年度内廃業件
数：0件

農業振興課 R6.11 R7.3 29,703,000
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13 肥料転換支援事業
化学肥料の高騰により経営が圧迫されている農業者の負担を軽減す
るとともに、事業を安定的に継続することができるよう、　価格が
安定している堆肥への転換を進めるための交付金を交付する。

堆肥使用農地面積の
拡大：10％増

農業振興課 R6.11 R7.3 7,072,000

14 水産事業者応援事業
飼料価格高騰の影響を受けた水産事業者に対し、事業の継続を目的
に支援金を交付する。

年度内廃業：0件 農業振興課 R6.6 R7.3 745,000

15
省エネ家電買い換え促進事
業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民に対
し、省エネ性能の高い家電への買い換え支援を行い、家庭における
エネルギー費用負担を軽減するとともに、環境負荷低減の効果によ
り、ゼロカーボンに対する市民の意識高揚を図る。

補助対象者へのアン
ケートへの回答割合
「本事業があったか
ら省エネ家電を選ぼ
うと思った」90％以
上

森林環境課 R6.4 R7.3 15,832,000

16 LED化促進事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民に対
し、省エネ性能の高い家庭用LED照明への買い換え支援を行い、家
庭におけるエネルギー費用負担を軽減するとともに、環境負荷低減
の効果により、ゼロカーボンに対する市民の意識高揚を図る。

補助対象者へのアン
ケートへの回答割合
「本事業があったか
ら省エネ家電を選ぼ
うと思った」70％以
上

森林環境課 R6.4 R7.3 2,120,000

17
教育・保育施設等給食経費
負担軽減事業（私立保育
所・こども園）

食材費等の高騰が進む中、私立保育所・こども園が給食費を増額せ
ずに給食対応できるよう、食材費高騰分を支援することで、子育て
世帯の保護者の経済的負担軽減を図る。

保護者負担の給食費
の値上げ０円

こども未来課 R6.4 R7.3 9,435,000

18
教育・保育施設等給食経費
負担軽減事業（公立保育
所・こども園）

食材費等の高騰が進む中、公立保育所・こども園の給食費を増額せ
ずに給食材料費をまかなうことで、子育て世帯の保護者の経済的負
担軽減を図る。

保護者負担の給食費
の値上げ０円

こども未来課 R6.4 R7.3 3,230,000

19
小中学校等給食経費負担軽
減事業

食材費等の高騰が進む中、小中学校等の給食費を増額せずに給食材
料費をまかなうことで、子育て世帯の保護者の経済的負担軽減を図
る。

保護者負担の給食費
の値上げ0円

学校給食センター R6.4 R7.3 175,403,000
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